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入札公告 

 

下記のとおり一般競争入札を行うので、組合経理規則第９９条第 3項の規定により公告する。 

 

令和６年３月 25日 

 

高知県農業共済組合 

                                   組合長理事 森岡 敬雄 

 

記 

 

１．工事内容 

（１）工事名称 

 高知県農業共済組合 東部支所建築工事 

（２）工事場所 

 香南市野市町東野字レノ丸364番 2、364番４、364番５、364番６及び364

番 42 

（３）工事概要 

 敷地面積 2,091.88 ㎡ 

構造・規模 ①事務所（鉄骨造平屋建）１棟、延床面積 456.24 ㎡ 

構造・規模 ②実測ｾﾝﾀｰ（鉄骨造２階建）１棟、延床面積 156 ㎡           

※①②とも建築に伴う外構工事、電気工事、機械設備工事を含む 

（４）工期 

 契約締結日から令和７年 1月 31日まで 

（５）予定価格 

 設計図書等の配布時に公表する。 

（６）最低制限価格 

 設定する（予定価格の 75％） 

（７）設計監理委託業者 

 株式会社 ハウジング総合コンサルタント 

（８）入札方法 

 入札は、紙入札により行う。 

 

２．入札参加資格者 

  本件入札に参加する資格を有する者は、次に掲げる要件をすべて満たす者とする。 



2 

 

（１）令和５年度又は令和６年度の高知県建設工事競争入札参加資格において、「建築

一式工事」の「Ａ」又は「Ｂ」のランクに格付けされ、かつ、「経審点数900点以上」（※総

合点ではないので留意のこと）であること。 

（２）高知県内に建設業法第 3 条第 1 項に規定する営業所のうち主たる営業所を置く者で

あること。 

（３）会社更生法に基づき更生手続開始の申し立てがなされている者又は民事再生法に基

づき再生手続開始の申し立てがなされている者でないこと。 

（４）次の要件を一契約ですべて満たす工事（民間工事を含む）の施工実績を有する者で

あること。 

 ①2009年4月１日から本工事に係る申請書等の提出期限までの間に、元請として完

成・引渡が完了したものであること。 

 ②受注形態が単体又は出資比率が 20％以上の共同企業体であること。 

 ③最終請負金額（税込み）が１億円以上の建築一式工事であること。 

（５）本件に係る設計・監理業務の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において関連が

ある者でないこと。 

（６）施工期間中、専任の監理技術者として、１級建築士又は１級建築施工管理技士の

資格を持つ者を配置できること。 

（７）入札参加申し込みにあたって、反社会的勢力排除に関する誓約事項に誓約できる者で

あること。 

 

３．入札参加申し込み 

（１）入札に参加しようとする者は、当組合のホームページに掲示した一般競争入札参加申

請書に資格審査に必要な書類（施工実績の確認できる契約書の写し及び配置技術者

の証明書の写し）及び反社会的勢力排除に関する誓約書を添付の上、令和６年４月

５日（金）午後 5時までに持参又は郵送（必着）にて下記まで申し込むこと。 

 
 

〒781-2120 高知県吾川郡いの町枝川 2410 番 22 

 高知県農業共済組合 総務部総務課 
 

（２）入札参加資格の有無の確認が完了したときは、電子メールにて結果を回答する。 

（３）設計図書等の配布 

  設計図書等は、令和６年４月８日（月）に入札参加資格者に対して電子メールに

て送付する（参加資格がない申込者には設計図書等の送付は行わない）。 

 

４．入札に関する問い合わせ 

（１）設計図書等の質疑 

  本件入札に関する質疑は、質問書（様式は任意）を作成し、令和６年４月 19 日



3 

 

（金）午後５時までに電子メールにより下記あて送付することとし、電話及び訪問によ

る質疑は受け付けないものとする。 

 質疑送付先メールアドレス：soumu@nosai-kochi.or.jp 

（２）質疑への回答 

  令和６年４月 23 日（火）午後 5 時までに全参加申込者に対して質疑内容及び

回答を電子メールにて通知する。 

 

５．入札の日時及び場所 

（１）入札日時 

 令和６年５月８日（水）午前 10時 

（２）入札場所 

 高知県吾川郡いの町枝川 2410 番 22 

 高知県農業共済組合 ２階会議室 

 なお、入札場所は変更する場合がある。変更の場合は、別途入札場所を通知するも

のとする。 

 

６．入札保証金 

   入札保証金は免除する。 

 

７．契約保証金 

   本件入札の落札者は、工事請負契約の締結に際して、契約の保証として請負代金（消費

税及び地方消費税を含む）の 100 分の 10 以上に相当する契約保証金を納めなければならな

い。ただし、契約保証金に代わる担保としての有価証券又は金融機関若しくは前払金保証事業

会社の保証をもって、契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券に

よる保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金の納付を免除す

る。 

 

８．入札の無効 

   次の各号のいずれかに該当する入札は、これを無効とする。 

（１）入札参加資格者以外の者が入札したとき。 

（２）入札者又はその代理人が同一の入札について、２以上の入札をしたとき。 

（３）入札書の氏名その他重要な文字及び証印が誤脱し、又は不明なとき。 

（４）入札書の金額を訂正しているとき。 

 

９．入札の失格 

   入札額が最低制限価格を下回った場合は、失格とする。 
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10．その他 

（１）入札の辞退 

  入札参加受付済みの入札参加資格者が入札を辞退する場合は、入札辞退届を入

札日の前日（必着）までに郵送で提出しなければならない。 

（２）落札者の決定方法 

  入札を行った者のうち、予定価格と最低制限価格の範囲内で最低価格をもって有効

な入札を行った者を落札者とする。 

 なお、落札となるべき入札額が同価格で２以上となった場合は、入札会場において、

当該入札者によるくじ引きによって落札者を決定する。 

（３）現場代理人等の届出 

  本件入札による落札者は、契約の締結前に工事中常駐させる現場代理人及び配置

予定技術者について、別に定める様式による「現場代理人・技術者届」を提出しなけれ

ばならない。別途指定する日までに提出がない場合には、落札決定を取り消すことがあ

る。 

（４）誓約書の作成 

  本件入札による落札者は、契約書の締結時に別に定める「独占禁止法の遵守に係る

誓約書」を提出しなければならない。落札者が同様式による誓約書を提出しない場合

は、契約を辞退したものとして取り扱うものとする。 

（５）請負代金支払条件 

  工事請負契約締結後、保証事業会社との保証契約に基づき、前払金を請求した場

合には、請負代金の 100 分の 40 の範囲内で前払いを行う。 

 また、前払いを受けた後においても請負代金の 100 分 20 の範囲内で中間前払いを

行うことができるものとする（部分払いは行わないものとする）。 

 

 

● 位置図 

 

● 入札関連様式 （Word 版） （PDF 版） 

 


